
　
最
近
困
っ
て
い
る
こ
と
の
一
つ

は
、
私
の
持
っ
て
い
る
辞
書
の
説

明
と
政
府
高
官
の
国
会
説
明
の
内

容
が
符
合
し
な
い
こ
と
で
す
。 

　
「
平
和
」
を
引
い
て
み
ま
す
と

「
戦
争
が
な
く
お
だ
や
か
な
こ
と
」

と
な
っ
て
お
り
、
高
官
の
「
積
極

的
平
和
」
と
は
か
な
り
違
っ
て
い

る
よ
う
に
思
え
ま
す
。
私
は
、
平

和
な
社
会
を
作
る
た
め
に
積
極
的

に
行
動
す
る
こ
と
か
と
思
っ
て
い

ま
し
た
が
、
ど
う
も
そ
う
で
は
な

い
よ
う
で
す
。 

　
世
界
の
政
治
、
経
済
、
軍
事
状

況
が
大
き
く
変
化
し
て
い
る
こ
と

は
理
解
で
き
ま
す
。
そ
の
よ
う
な

状
況
下
で
の「
積
極
的
平
和
主
義
」

の
行
動
は
ど
う
す
れ
ば
い
い
の
で

し
ょ
う
か
。
私
の
思
い
は
こ
う
で

す
。 

①
中
立
の
立
場
で
ど
の
国
と
も
軍

事
同
盟
を
結
ば
な
い 

②
第
２
次
世
界
大
戦
の
教
訓
と
日

本
国
憲
法
の
精
神
に
沿
っ
て
政

治
、
外
交
を
す
す
め
る 

③
核
兵
器
廃
絶
を
世
界
に
向
っ
て

呼
び
か
け
る 

　
日
本
は
唯
一
の
原
爆
被
害
の
国

で
あ
り
、
憲
法
９
条
を
持
つ
国
で

す
か
ら
、
こ
の
方
針
は
説
得
力
を

持
ち
最
大
の
抑
止
力
に
な
る
と
思

い
ま
す
。 

　
特
別
の
地
位
に
あ
る
日
本
が
軍

事
同
盟
を
結
び
、
軍
事
基
地
を
拡

張
し
、
軍
事
力
を
拡
大
し
な
が
ら

積
極
的
平
和
主
義
を
訴
え
て
も
信

用
さ
れ
な
い
と
思
い
ま
す
。 

　
中
立
の
立
場
で
ア
メ
リ
カ
に
も

中
国
に
も
軍
事
拡
大
は
止
め
に
し

て
、
お
金
が
あ
る
な
ら
、
地
球
環

境
を
改
善
し
、
福
祉
教
育
に
使
い

ま
し
ょ
う
と
呼
び
か
け
る
こ
と
が

大
切
だ
と
思
い
ま
す
。 

　
来
年
度
の
防
衛
費
予
算
は
５
兆

円
を
超
え
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

５
兆
円
と
い
え
ば
福
崎
町
の
一
般

会
計
予
算
の
５
百
年
分
以
上
で
す
。 

　
世
界
中
の
軍
事
予
算
を
一
人
ひ

と
り
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
守
る

た
め
に
使
い
ま
し
ょ
う
と
呼
び
か

け
る
日
本
で
あ
っ
て
欲
し
い
と
願

っ
て
い
ま
す
。 町

長 

　

嶋
田
正
義 
積
極
的
平
和
主
義 

第４６３会定例会 
（９月議会） 
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　高岡小学校では、次の３つを目標に食育に取り組ん
でいます。 
①食べ物の大切さがわかる子 
②楽しくおいしく食べる子 
③望ましい食事のあり方やよりよい食習慣を身につける子 
　昨年度は３年生が、もち麦生産組合の方に指導をし
ていただき、もちむぎ麺打ちに挑戦しました。初めは
慣れない手つきでこねていた児童ですが、時間がたつ
につれて力の入れ具合がわかり、薄く延ばすことがで
きました。包丁でゆっくりゆっくり切り、お湯で湯が
いてでき上がりです。できたてを試食した感想は「や
っぱり自分で作った麺はおいしいね」「太い麺や細い
麺が交じっているよ」など満足げでした。 

もちむぎ麺打ちに挑戦！ 

食 育 通 信 
～高岡小学校の取り組み～ 

　福崎町内には、古くから受け継がれてきた多
くの民俗文化財があります。身近にある民俗文
化財をみなさんにもっと知っていただくため、
文化財フォーラムを開催します。 
日時　１１月８日（日）１３：３０～ 
会場　エルデホール 
　■事例報告　地域に根ざした保存・継承活動
　　　　　　　を紹介します。 
　■講演　大江　篤さん（園田学園女子大学教授） 
問い合わせ先　社会教育課文化財係（内線２５７） 

参加無料 

申込不要 

お知らせシステムとは･･･ 
防災行政無線の放送内容を、放送と同時に希望
者にメール配信するサービスです。 
　メール配信を希望される方は、次の登録ページ
に接続し、新規登録を行ってください。（メール受
信にかかる通信料は、受信者の負担となります。） 
登録ページ http://www.town-fukusaki.jp/cel 
※右のQRコードを読み取って登録す 
　ることもできます。 
問い合わせ先　総務課（内線２２１） 

「福崎町お知らせシステム」について 「福崎町お知らせシステム」について 

身近な 
文化財の魅力 
再発見！ 

第２回　福崎町歴史文化遺産継承事業 
〈柳田國男生誕１４０年記念〉 

福崎町文化財フォーラム 
「福崎町の民俗文化財」 



地 方 譲 与 税  
利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金 
地 方 消 費 税 交 付 金  
ゴルフ場利用税交付金 
自 動 車 取 得 税 交 付 金  
地 方 特 例 交 付 金  
地 方 交 付 税  
交通安全対策特別交付金 
分 担 金 及 び 負 担 金  
使 用 料 及 び 手 数 料  
国 庫 支 出 金  
県 支 出 金  
財 産 収 入  
寄 附 金  
繰 入 金  
繰 越 金  
諸 収 入  
町 債  

① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
⑭ 
⑮ 
⑯ 
⑰ 
⑱ 
⑲ 
⑳ 

7,204万9,000円 
636万2,000円 

2,349万8,000円 
1,278万8,000円 

2億5,593万3,000円 
1,719万2,375円 
1,264万8,000円 
1,048万1,000円 

11億2,828万2,000円 
335万7,000円 

2億8,627万6,535円 
9,064万8,522円 

6億7,660万8,627円 
7億8,009万8,779円 

609万3,205円 
457万4,466円 

2億9,020万3,720円 
1億8,566万8,011円 
3億1,560万5,063円 
13億9,235万8,000円 

（0.8％） 
（0.1％） 
（0.3％） 
（0.1％） 
（2.9％） 
（0.2％） 
（0.1％） 
（0.1％） 
（12.9％） 
（0.0％） 
（3.3％） 
（1.0％） 
（7.7％） 
（8.9％） 
（0.1％） 
（0.1％） 
（3.3％） 
（2.1％） 
（3.6％） 
（16.0％） 

町民１人当たりに納めていただいたお金は162,071円でした 

入ったお金（歳入） 

岸上大作の短歌が並ぶ「望郷の丘」 さるびあドーム 

　平成２６年度の一般会計と特別会計の決算がまとまりました。 
　町の予算は、皆さんに納めていただいている税金や国・県からの補助金などによって運営されています。この 
1年間にどのくらいお金が入り、どのように使われたかを一般会計を中心にお知らせします。 
　平成２６年度の一般会計の決算は、歳入総額８７億４,８６０万５,２１３円、歳出総額８５億５,２７６万７,６３６円で歳入歳出差引額
は１億９,５８３万７,５７７円になりますが、ここから２７年度へ繰り越した事業に必要な財源１,３１５万２,０００円を差し引いて 
１億８,２６８万５,５７７円の実質収支となり、前年度繰越金、財政調整基金取崩額及び財政調整基金積立金を控除した実質
単年度収支は、８,９９８万８,４３４円の赤字決算となりました。 
　決算にあたり、８月３日から１１日までのうち５日間は監査委員の審査を、９月８日から１４日までのうち４日間
は議会決算審査特別委員会の審査を受けました。 

町 税 の 内 訳 

町　民　税 

固定資産税 

軽自動車税 

町たばこ税 

特別土地保有税 

合　　　計 

12億6,540万3,000円 

16億9,943万4,741円 

4,535万9,300円 

1億6,036万1,769円 

732万1,100円 

31億7,787万9,910円 

86,671円 64,536円 8,178円 2,313円 373円 

※町民１人当たりは、平成27年3月31日の総人口19,608人で割ったものです。 

特
別
土
地
保
有
税 

固定資産税 町民税 町たばこ税 軽自動車税 

８ 

① 
② 

④ 
⑥ ⑦ ⑨ ⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑰ 

⑮ 
⑯ 

⑱ 

⑲ 

⑳ 

⑧ 

⑤ 
③ 

⑩ 

町　税 
31億7,787万9,910円 

（36.4％） 

歳入総額 
87億4,860万　 
　　　5,213円 



町民１人当たりに使われたお金は436,188円でした 
民生費 

133,928円 

公債費 

44,280円 

教育費 

70,365円 

総務費 

47,978円 

衛生費 

37,525円 

土木費 

43,546円 

議 会 費  

総 務 費  

民 生 費  

衛 生 費  

農林水産業費  

商 工 費  

土 木 費  

消 防 費  

教 育 費  

公 債 費  

災 害 復 旧 費  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

1億1,547万4,502円 

9億4,075万8,391円 

26億2,605万2,550円 

7億3,578万9,759円 

4億6,119万4,886円 

2億1,831万2,981円 

8億6,823万4,146円 

3億5,154万6,296円 

13億7,971万5,864円 

8億5,385万7,061円 

183万1,200円 

（1.4％） 

（10.9％） 

（30.7％） 

（8.6％） 

（5.4％） 

（2.6％） 

（10.2％） 

（4.1％） 

（16.1％） 

（10.0％） 

（0.0％） 

使ったお金（歳出） 

農林水産業費 

消防費 

商工費 

議会費 

災害復旧費 

23,521円 

17,929円 

11,134円 

5,889円 

93円 

平成26年度 

福崎町の がまとまりました 

●　平成26年度　一般会計及び特別会計　決算　● 
（単位：円） 

会　　計　　名 

一 般 会 計  

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計  

農業集落排水事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

計 

歳　入　額 

8,748,605,213 

1,931,988,164 

226,683,569 

1,410,857,028 

254,170,762 

1,211,305,175 

13,783,609,911

歳　出　額 

8,552,767,636 

1,926,839,564 

222,718,693 

1,410,546,441 

254,170,762 

1,195,305,175 

13,562,348,271

差 引 残 額 

195,837,577 

5,148,600 

3,964,876 

310,587 

0 

16,000,000 

221,261,640

歳出総額 
85億5,276万　 
　　　7,636円 

① 
② 

④ 
⑥ 

⑦ 

⑨ 

⑧ 

⑤ 

③ 

⑩ 

⑪ 

餅つき大会 －南大貫－ 餅つき大会 －南大貫－ 

防災訓練 －庄－ 防災訓練 －庄－ 

９ 

自律（立）のまちづくり交付金事業 



決算の分析から見るまちの財政状況 

Ⅰ．普通会計地方財政状況調査 
　総務省の基準にもとづいて、普通会計（介護施設分を除く一般会計）の財政状況を分析した地方財政状況
調査から、この５年間の決算額の推移をまとめました。 

　決算総額は、歳入・歳出ともに国・県の
施策や投資的事業の状況により大きく変
動します。平成２６年度は投資的事業、物件
費、繰出金等の増加により、決算総額は約
１２億２千万円の増となりました。収入項目
ごとに見ると、町税は法人町民税の税割が
４年ぶりに増収（前年比約＋５，５００万円）と
なったものの個人町民税は景気好転とは
いえず減収となりました。また、固定資産
税は土地（地価の下落を反映）は減収とな
りましたが、家屋（新築分増）及び償却（設
備投資増）が増収となっており、町税全体
で約１億円の増収となりました。地方交付
税は、普通交付税と特別交付税をあわせ
て約６，０６０万円の減となっています。 
　借金である地方債は、投資的事業費等
によって増減しますが、平成２１年度から交
付税の財源不足分を特例地方債で補てん
する臨時財政対策債が大きく増加しており、
平成２６年度で４億８，０７６万円（前年比△ 
２，７８６万円）でしたが、投資的事業の増に
より地方債の発行額は約５億７００万円増加
しました。 

（1）歳入の推移 （単位：千円） 

項 目  

町 税  

地方交付税 

地方譲与税等 

国庫支出金 

県 支 出 金  

地 方 債  

そ の 他  

歳 入 合 計  

平成24年度 

3,084,775 

1,122,448 

376,691 

454,134 

513,145 

730,335 

981,645 

7,263,173

平成25年度 

3,077,996 

1,188,904 

393,769 

532,237 

454,582 

885,420 

980,996 

7,513,904

平成26年度 

3,177,880 

1,128,282 

414,308 

669,243 

790,973 

1,392,358 

1,166,027 

8,739,071

平成22年度 

3,191,501 

1,113,935 

430,301 

748,811 

400,280 

743,895 

1,050,046 

7,678,769

平成23年度 

3,190,434 

1,044,253 

405,025 

643,889 

500,027 

933,061 

1,046,756 

7,763,445

　歳出項目をその性質別に見ると、人件
費は職員給与減額措置が終了したことに
より職員給与・共済組合負担金等の増加
が要因となり３，８６７万円の増となりました。
扶助費は年々増加していますが、平成２６
年度は臨時給付金（福祉・子育て）の増が
主な要因で８，２８３万円の増となっています。 
　地方債に対する償還金である公債費は
元金・利子と合わせて８億４，８０２万円を返
済しました。 
　投資的経費は、高岡幼児園・多目的（町
民第３）グランドの建設、駅前周辺整備事
業等により１０億４，１２６万円の増となりまし
た。 
　繰出金は、下水道事業会計への繰出金
の増加に伴い年々増加しています。 

（2）歳出の推移（性質別歳出） （単位：千円） 

平成23年度 
3,189,067 
1,300,840 
968,658 
919,569 

1,128,782 
3,260,164 
1,103,194 
928,211 
943,839 
284,920 

7,578,013

平成24年度 
3,099,027 
1,267,205 
974,817 
857,005 
566,035 

3,425,101 
1,125,729 
953,597 

1,049,455 
296,320 

7,090,163

平成25年度 
3,037,303 
1,239,860 
974,999 
822,444 
643,833 

3,647,100 
1,085,856 
861,839 

1,099,058 
600,347 

7,328,236

平成26年度 
3,184,380 
1,278,530 
1,057,827 
848,023 

1,685,097 
3,673,757 
1,275,733 
923,888 

1,163,649 
310,487 

8,543,234

平成22年度 
3,287,295 
1,284,014 
931,618 

1,071,663 
758,914 

3,427,767 
1,051,575 
971,746 
869,413 
535,033 

7,473,976

項　　目 
義 務 的 経 費 

投 資 的 経 費 
その他の経費 

歳　出　合　計 

人　件　費 

物　件　費 
補 助 費 等 
繰　出　金 
そ　の　他 

扶　助　費 
公　債　費 

（単位：億円） 
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１０ 



◆基金の概要 
　財政調整基金 
予測できない収入の減少や支出の増
加に備えて積み立てておく基金です。 

　特定目的基金 
ふるさと応援、農業農村活性化、福
祉など、特定目的のために積み立て
ておく基金です。 

　定額運用基金 
土地開発基金や用品調達基金など、
定額の資金で事業や事務を運営する
基金です。 

 
　特定目的基金総額は、農業農村活性化、
福祉基金などを特定目的のために毎年取
り崩しています。 
　財政調整基金は平成２２年度に３億６３０
万円、平成２３年度に４，７００万円、平成２４
年度に７，２１０万円、平成２５年度に２億 
４，７９０万円積み立ててきましたが、平成 
２６年度は９，２５０万円取崩したため減少し
ました。 

（3）基金残高の推移 （単位：百万円） 

平成23年度 

2,151 

1,047 

396 

708

109,583 113,084 129,905 115,055109,494

平成24年度 

2,210 

1,119 

383 

708

平成25年度 

2,536 

1,367 

461 

708

平成26年度 

2,256 

1,276 

309 

671

平成22年度 

2,151 

1,000 

443 

708

区　　分 

基　金　残　高 

１人当たり基金残高（円） 

財政調整基金 

特定目的基金 

定額運用基金 

※各年度末基金残高／３月３１日現在総人口 

◆地方債の概要 
　地方債は公共施設の建設など、一時的
にたくさんのお金が必要な場合に借入す
るもので、次年度以降、償還していきま
す。償還に対して地方交付税で措置され
るものもありますが、地方債残高が多く
なれば次年度以降の償還金が大きくなり
財政を圧迫していく要因となります。一
般会計では地方債残高が、平成２５年度は
前年度比１億６，０００万円、平成２６年度で
は６億３，１００万円と大幅に増加しています。
さらに臨時財政対策債など、今後普通交
付税に算入される地方債の割合が高くな
っています。 
　一方、下水道会計は公共下水道事業の
推進により地方債残高が毎年増加してい
ましたが、平成２５年度からは減少に転じ
ています。今後も住居系の整備に引き続
き工業団地の公共下水道整備を推進して
いくため、しばらくの間は将来世代の負
担が大きくなっていきます。 
　水道会計は、水源地等の施設改良によ
り地方債残高が４億７，８００万円年増加して
います。 

（4）地方債残高の推移（全会計） （単位：百万円） 

平成23年度 

9,492 

11,502 

180 

21,174

1,078,710 1,084,787 1,092,101 1,138,2601,053,652

平成24年度 

9,472 

11,561 

167 

21,200

平成25年度 

9,632 

11,513 

175 

21,320

平成26年度 

10,263 

11,403 

653 

22,319

平成22年度 

9,360 

11,108 

231 

20,699

一　般　会　計 

区　　分 

下 水 道 会 計 

水　道　会　計 

合　　　　　計 

１人当たり地方債残高（円） 

※各年度末地方債残高／３月３１日現在総人口 
 

653

11,403

10,263

167

11,561

9,472

175

11,513

9,632

231

11,108

9,360

180

11,502

9,492

（単位：百万円） 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

水道会計 

下水道会計 

一般会計 

8,000

18,000

0

10,000

20,000

2,000

12,000

22,000

4,000

14,000

6,000

16,000

309

1,276

443

1,000

708

396

1,047

461

1,367

708

671
708

383

1,119

708

（単位：百万円） 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

定額運用基金 

特定目的基金 

財政調整基金 

0

3,000

2,000

2,500

1,000

500

1,500
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Ⅱ．健全化判断比率及び資金不足比率の算定結果について 

1．健全化判断比率について 
（1）実質赤字比率 
　一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政
規模（人口、面積等から算定する当該団体の標準的
な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生
じた場合には赤字の早期解消を図る必要があります。 
 
（3）実質公債費比率 
　一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財
政規模に対する比率です。この数値は、健全化判断
比率とともに地方債許可基準としても用いられ、１８
％を超えると起債の許可が必要となり、２５％を超え
ると一部の起債発行が制限されます。 

2．各公営企業の資金不足比率について 
　資金不足比率は、各公営企業ごとの資金不足額の、
事業の規模に対する比率であり、経営健全化基準 
（２０％）以上となった場合には、経営健全化計画を
定めなければなりません。 

 
（2）連結実質赤字比率 
　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字
額（または資金不足額）の、標準財政規模に対する
比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字
会計が存在することとなり、赤字の早期解消を図る
必要があります。 
 
（4）将来負担比率 
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標
準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将
来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すスト
ック指標です。この比率が高い場合、将来これらの
負担額を実際に支払う必要があることから、今後の
財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が
高くなります。 

健全化判断比率 平成２６年度決算 

実 質 赤 字 比 率  

連 結 実 質 赤 字 比 率  

実 質 公 債 費 比 率  

将 来 負 担 比 率  

－ 

－ 

11.9 

153.4

－ 

－ 

－ 

－ 

早期健全化基準 
経営健全化基準 

14.98 

19.98 

25.0 

350.0

20.00 

20.00 

20.00 

20.00

財政再生基準 備　　考 

20.00 

30.00 

35.0

 

 

（前年比＋0.2%） 

（前年比＋31.9%） 

水 道 事 業 会 計  

工 業 用 水 道 会 計  

農業集落排水事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

資
金
不
足
比
率 

○平成２６年度決算に基づき、健
全化判断比率を算定しました。
実質赤字比率、連結実質赤字
比率については、ともに黒字
決算であり該当しません。ま
た、実質公債費比率は１１.９％、
将来負担比率は１５３.４％となり、
いずれも早期健全化基準を下
回っています。 
○各公営企業会計における「資
金不足比率」については、平
成２６年度決算において資金不
足を生じた公営企業はないた
め、該当しません。 

（単位：％） 
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